
令和３年度 第２回国民健康保険運営協議会資料 

   【国民健康保険税改定関係】 

 

１ 令和４年度小金井市国民健康保険税の改定について――――資料１ 

 

⑴ 納付金・標準税率・保険税調定額について     

   ―納付金から保険税調定額までの算出方法の説明― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

納付金・標準保険料率・保険税調定額について 

１ 改革の概要 

 

２ 納付金の算定方法 

 

 

都道府県が財政運営の責任主体となり国保運営の中心的な役割を担うことで、制度を安定化

区市町村は、従来通り保険者として保険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等を引き続き

担うとともに、納付金を都道府県に納付
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① 区市町村ごとの納付金を決定

② 標準保険料率を提示
③ 標準保険料率を参考に、

保険料率を決定し、賦課

⑤ 納付金を支払う ④ 保険料の徴収

・保険給付に必要な費用を、全額、東京都が区市町村に支払う。

・区市町村ごとの納付金を算定し、区市町村は東京都に納付金を支払う。

・納付金を賄うための標準保険料率を提示（住民負担の見える化）

資料１ 



３ 標準保険料率の算定方法 

 

４ 保険税調定額の算出方法 

 ⑴ 区市町村の財政構造のイメージ 

 

⑵ 保険税調定額の算出方法 

納付金に、保健事業費及び保険給付費のうち保険給付費等交付金の対象とな 

らない出産育児一時金・葬祭費の費用等を加算し、そこから法定内一般会計繰

入金及び保険給付費等交付金など市町村に交付されることが見込まれる公費

○標準保険料率の２つの役割

　⑴各区市町村のあるべき保険料率（標準的な住民負担）の見える化

　⑵各区市町村が具体的に目指すべき、直接参考にできる値

○都道府県は、各区市町村に対して、以下の３つの標準保険料率を示す。

①都道府県標準保険料率

②区市町村標準保険料率

③区市町村ごとの算定基準に
　もとづく標準的な保険料率

全国統一の算定基準による当該都道府県の保険料率の標準的な水準を表す

都道府県内統一の算定基準による区市町村ごとの保険料率の標準的な水準を表す
⇒都においては２方式（所得割及び均等割）

各区市町村の算定基準に基づく保険料率

■②区市町村標準保険料率及び③区市町村ごとの算定基準に基づく標準的な保険料率の算定方法
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②は、区市町村ごとの所得等を反映し、応能分・応益分にわけて算定

③は、区市町村ごとの算定方式（２方式等）及び応能分・応益分等の割合に応

じて算定（区市町村の保険料率の算定基準が②と異なることもあるため、参考

に提示）
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を差し引いた額が「必要な保険税総額」となる。 

必要な保険税総額を「標準的な収納率」で割り戻し、「保険税調定額」を

算出する。 

設定した保険税率で算出した保険税調定額が、必要な保険税総額に満たな

い場合は法定外一般会計繰入金で補填することになる。 

 

５ 令和４年度仮係数に基づく納付金・保険税調定額 

 

６ 令和４年度仮係数に基づく標準保険料率 

 
 


